
労働基準法施行規則の一部改正（社会保険労
務士による電子申請の代行における使用者の
電子署名等の省略）について 

資料１－２ 



 

 

労働基準法施行規則の一部改正（社会保険労務士による電子申請の代行におけ

る使用者の電子署名等の省略）について 

 

１．改正の趣旨・概要 

○ 現在、使用者が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）及びこれに基づく

命令に規定された届出等を電子申請により行う場合、行政手続等における

情報通信の技術の利用に関する法律（平成 14 年法律第 151 号。以下「情報

通信技術利用法」という。）等の規定により、記名押印又は自筆による署名

（以下「署名等」という。）に代わるものとして、電子署名及び電子証明書

の添付が必要とされている。また、当該手続を社会保険労務士又は社会保

険労務士法人（以下「社労士等」という。）が電子申請により代行する場合

には、情報通信技術利用法、社会保険労務士法（昭和 43 年法律第 89 号）

等の規定により、使用者及び社労士等双方の電子署名及び電子証明書が必

要とされている。 

○ 今般、行政手続を簡素化し、申請手続に係る使用者負担を軽減するため、

社労士等が当該届出等を使用者に代わり、電子申請により行う場合におい

ては、社労士等が使用者の職務を代行する契約を締結していることを証す

る書面の添付をもって、使用者の電子署名及び電子証明書の添付に代える

ことができる旨の省令改正を行うもの。 

○ 対象とする手続は、労働基準法及びこれに基づく命令の規定により、使

用者が労働基準監督署長に対して行う許可、認可、認定、指定の申請、届

出、提出、報告等の手続であって、電子申請が可能である全てのものとす

る。 

 

２．公布時期 

  平成 29 年８月下旬（予定） 

 

３．施行期日 

平成 29 年 12 月１日（予定） 



 
労働基準法施行規則の一部改正について 

（社会保険労務士の電子署名による代理申請の際の使用者の電子署名等の省略） 
 

改正内容 

使用者（事業主） 

社会保険労務士 

電子署名・ 
電子証明書 

事務委任 

電子申請代行 

労働基準監督署 

社会保険労務士等の 
電子署名・電子証明書 

使用者（事業主）の電子署名・電
子証明書 

社会保険労務士等の 
電子署名・電子証明書 

※別途、社労士の代行契約を証する書類を添付 

  現在、使用者が労働基準法に基づく届出等を社会保険労務士の代行により電子申請する場合、使用者及び社
会保険労務士双方の電子署名及び電子証明書が必要。また、労働基準法に基づく届出等の電子申請率は非常
に低調。（36協定：0.28％、就業規則：0.98％（平成27年））   
※国の行政機関が扱う申請・届出等の手続のオンライン利用率 47.3％（平成27年度） 

  行政手続を簡素化し、使用者負担を軽減するため、社会保険労務士が使用者に代わり電子申請を行う際には、
委任状など、当該社労士が使用者の職務を代行する契約を結んでいることを証明する書面をもって、使用者の電
子署名及び電子証明書を省略できるよう、省令の改正を行う。（平成29年12月１日施行予定） 
  あわせて、電子申請のためのマニュアルやリーフレットを作成・周知し、電子申請率の向上を図る。 

現行 

改正内容 

申請者 
 

改正イメージ 

電子署名・ 
電子証明書 

社労士 
  電子署名・ 

電子証明書 

申請者 
 

認証局 
 

労働基準監督署 

認証局 
 

労働基準監督署 

電子申請 

電子申請 

使用者 

使用者 

社労士 
  

なお、平成29年６月５日の労働条件分科会による建議においても、当該改正について検討を継続すべき旨盛り込まれている。 



平成 29年６月５日付け労審発第 921号「時間外労働の上限規制等について（建

議）」（抄） 

 

４ その他 

③ 電子申請の促進 

・ 36 協定の届出をはじめとする行政手続の簡素化・効率化を進めるためにも、

電子申請利用率を向上させる必要がある。このため、電子申請を行う場合には

すべからく事業主の電子署名を必要としている現行の取組のうち、社会保険労

務士の電子署名による代理申請に際しては、事業主の電子署名については委任

状の添付等により省略できることについて、省令の改正を行う方向で検討を継

続することが適当である。 



参
照
条
文 

 

〇
社
会
保
険
労
務
士
法
（
昭
和
四
十
三
年
六
月
三
日
法
律
第
八
十
九
号
）
（
抄
） 

 
（
社
会
保
険
労
務
士
の
業
務
） 

第
二
条 

社
会
保
険
労
務
士
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
務
を
行
う
こ
と
を
業
と
す
る
。 

 

一 
別
表
第
一
に
掲
げ
る
労
働
及
び
社
会
保
険
に
関
す
る
法
令
（
以
下
「
労
働
社
会
保
険
諸
法
令
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
い
て
申
請
書
等
（
行

政
機
関
等
に
提
出
す
る
申
請
書
、
届
出
書
、
報
告
書
、
審
査
請
求
書
、
再
審
査
請
求
書
そ
の
他
の
書
類
（
そ
の
作
成
に
代
え
て
電
磁
的
記
録

（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情

報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
作
成
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

を
作
成
す
る
こ
と
。  

一
の
二 

申
請
書
等
に
つ
い
て
、
そ
の
提
出
に
関
す
る
手
続
を
代
わ
つ
て
す
る
こ
と
。 

 

 

一
の
三
～
三 

（
略
） 

②
～
④ 

（
略
） 

  

（
業
務
の
範
囲
） 

第
二
十
五
条
の
九 

社
会
保
険
労
務
士
法
人
は
、
第
二
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
一
号
の
三
ま
で
、
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う

ほ
か
、
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

第
二
条
に
規
定
す
る
業
務
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
業
務
の
全
部
又
は
一
部 

 

二 

紛
争
解
決
手
続
代
理
業
務 

② 

（
略
） 

 

別
表
第
一
（
抜
粋
） 

一 

労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
） 

 

〇
社
会
保
険
労
務
士
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
三
年
厚
生
省
・
労
働
省
令
第
一
号
）
（
抄
） 

 

（
開
業
社
会
保
険
労
務
士
等
に
よ
る
書
類
へ
の
記
名
押
印
等
） 

第
十
六
条 

① 

（
略
） 

② 

開
業
社
会
保
険
労
務
士
若
し
く
は
そ
の
使
用
人
で
あ
る
社
会
保
険
労
務
士
又
は
社
会
保
険
労
務
士
法
人
の
社
員
若
し
く
は
使
用
人
で
あ
る 

 
 
 
 



社
会
保
険
労
務
士
は
、
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
二
の
規
定
に
よ
り
申
請
書
等
の
提
出
に
関
す
る
手
続
を
代
わ
つ
て
す
る
場
合
に
は
、
当
該

申
請
書
等
に
「
提
出
代
行
者
」
と
表
示
し
、
か
つ
、
当
該
申
請
書
等
の
提
出
に
係
る
社
会
保
険
労
務
士
の
名
称
を
冠
し
て
記
名
押
印
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

 
〇
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
（
抄
） 

 

（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
申
請
等
） 

第
三
条 
行
政
機
関
等
は
、
申
請
等
の
う
ち
当
該
申
請
等
に
関
す
る
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
書
面
等
に
よ
り
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
当
該
法
令
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
主
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
電
子
情
報
処
理
組
織
（
行
政
機
関
等
の
使
用
に
係
る
電

子
計
算
機
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
と
申
請
等
を
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子

情
報
処
理
組
織
を
い
う
。）
を
使
用
し
て
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

② 

前
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
た
申
請
等
に
つ
い
て
は
、
当
該
申
請
等
を
書
面
等
に
よ
り
行
う
も
の
と
し
て
規
定
し
た
申
請
等
に
関
す
る
法
令

の
規
定
に
規
定
す
る
書
面
等
に
よ
り
行
わ
れ
た
も
の
と
み
な
し
て
、
当
該
申
請
等
に
関
す
る
法
令
の
規
定
を
適
用
す
る
。 

③ 

（
略
） 

④ 

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
行
政
機
関
等
は
、
当
該
申
請
等
に
関
す
る
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
署
名
等
を
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
も
の
に

つ
い
て
は
、
当
該
法
令
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
氏
名
又
は
名
称
を
明
ら
か
に
す
る
措
置
で
あ
っ
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
も
っ
て
当
該

署
名
等
に
代
え
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

〇
厚
生
労
働
省
の
所
管
す
る
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則 

（
平
成
十
五
年
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
号
）
（
抄
） 

 

（
申
請
等
の
入
力
事
項
等
） 

第
三
条 

法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
申
請
等
を
行
う
者
は
、
当
該
申
請
等
に
つ
き
規
定
し
た
法
令
の
規

定
に
よ
り
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
事
項
（
次
項
に
規
定
す
る
事
項
を
除
く
。）
及
び
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
当
た
り
必

要
な
事
項
と
し
て
行
政
機
関
等
が
入
力
を
求
め
る
事
項
を
、
同
項
に
規
定
す
る
申
請
等
を
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
で
あ
っ
て
、
行

政
機
関
等
が
定
め
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
も
の
か
ら
入
力
し
て
、
申
請
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

②
～
⑦ 

（
略
） 

 
 

（
電
子
署
名
等
） 

第
四
条 

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
政
機
関
等
が
電
子
署
名
を
要
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
申
請
等
を
行



お
う
と
す
る
者
は
、
入
力
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
情
報
に
電
子
署
名
を
行
い
、
当
該
電
子
署
名
に
係
る
電
子
証
明
書
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
も
の
と
併
せ
て
こ
れ
を
送
信
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

商
業
登
記
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
十
二
条
の
二
第
一
項
及
び
第
三
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
他
の
法
令
の
規
定
に
お 

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の
規
定
に
基
づ
き
登
記
官
が
作
成
し
た
電
子
証
明
書 

 
二 

電
子
署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
署
名
用
電
子
証
明 

書 

 

三 

電
子
署
名
及
び
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
三
年
総
務
省
・
法
務
省
・
経
済
産
業
省
令
第
二
号
）
第
四
条
第
一
号
に
規

定
す
る
電
子
証
明
書
で
あ
っ
て
、
行
政
機
関
等
が
定
め
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
も
の 

 

四 

そ
の
他
行
政
機
関
等
が
指
定
す
る
電
子
証
明
書 

② 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
請
等
に
つ
い
て
、
行
政
機
関
等
が
申
請
等
を
行
お
う
と
す
る
者
以
外
の
者
の
電
子
署
名
を
要
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
と
き
は
、
申
請
等
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
当
該
電
子
署
名
が
行
わ
れ
た
情
報
及
び
当
該
電
子
署
名
に
係
る
電
子
証
明
書
で
あ
っ
て

前
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
併
せ
て
送
信
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

③ 

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
政
機
関
等
が
識
別
番
号
及
び
暗
証
番
号
の
入
力
を
要
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
申
請
等
を
行
お
う
と
す
る
者
は
、
こ
れ
ら
の
番
号
を
法
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
請
等
を
す
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
か
ら

入
力
し
て
そ
の
申
請
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

④
～
⑥ 

（
略
） 

  

（
署
名
等
に
代
わ
る
措
置
） 

第
五
条 

法
第
三
条
第
四
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
措
置
は
、
電
子
署
名
を
行
い
、
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
電
子
証
明
書
を
当
該

申
請
等
と
併
せ
て
送
信
す
る
こ
と
又
は
前
条
第
三
項
に
規
定
す
る
識
別
番
号
及
び
暗
証
番
号
を
入
力
し
て
申
請
等
を
行
う
こ
と
と
す
る
。 

② 

（
略
） 

 


